


③下記表 示のあ るJ A S規格品

一般の施設

建 物 名 称

特 記 仕 様2

( 1 ) 項目は、番号に○印の付いたものを適用する。

(2 ) 特記事項は、○印の付いたものを適用する。

機 材 等

項 目 特 記 事 項

ただ し、こ れら と同 等の もの とする 場合 は、 監督 職員 の承諾を受ける。

本 工事 に使 用す る設 備 機材 等は 、設 計図 書 に規 定す るも の又は、これらと同等な ものとする 。

機材の品質・性能証明

1

2

工 事 仕 様Ⅱ

共 通 仕 様1

( 1) 図面及び特記仕様書に記載されてない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部の「公共建築工事標準

する。

(2) 機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合、機械設備工事及び建築工事はそれぞれの工事仕様書を適用

1

2

3

4

4 図 面 目 録

番 号

（○印のついたものを適用する。）

電 灯 設 備

建 物 別 及 び 屋 外

3

項 目

工 事 種 目

工 事 種 目

・

2

1

Ι 工 事 概 要

工 事 場 所

建 物 概 要 （配置図参照）

構 造 階 数 延 面 積 (㎡ ) 備 考
別表第一の区分

消防法施行令

特記仕様は別紙「特記仕様書 （共 通事 項） 」によ るほ か次 の各 項目 による 。

構 内 交 換 設 備

誘 導 支 援 設 備

情 報 表 示 設 備

映 像 ・ 音 響 設 備

拡 声 設 備

構 内 情 報 通 信 網 設 備

時計設備

テ レ ビ 共 同 受 信 設 備

監 視 カ メ ラ 設 備

駐 車 場 管 制 設 備

防犯・入退室管理設備

自 動 火 災 報 知 設 備

自 動 閉 鎖 設 備

非 常 警 報 設 備

ガ ス 漏 れ 警 報 設 備

中 央 監 視 制 御 設 備

構 内 通 信 線 路

昇 降 機 設 備

3 ハ ン ド ホ ー ル

完成図１

個 別 提 出 物

工事写真

完成写真

施工の試験成績書

社内試験成績書

機器完成図５

６

７

８

９

発生材処理報告書

納入品一覧表

官公署手続、 検査書（管理者用正 本、 写し）

工事記録 （打合せ簿、工事日 誌、 協議書 ）
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1 1

1 2

1 4

1 5

（別表） しゅん工時提出物 （・に○印のついたものを提出する。）

・ 原図（Ａ１版 ケース入り）

一 括 提 出 物

機材の試験成績書

1 31 3

保全に関する資 料（取扱い説明書 も含む）

項 目 特 記 事 項

Ａ 種 接 地

Ｂ 種 接 地

Ｃ 種 接 地

・

・

銅板１．５ｔ×９００×９００ 補助接地棒（連結式１０φ×１、５００）

銅板１．５ｔ×６００×６００ 補助接地棒（連結式１０φ×１、５００）

銅板１．５ｔ×３００×３００ 補助接地棒（連結式１０φ×１、５００）

リード端子付 堀削埋戻中心深さ１．５m 埋設標（黄銅製又はステンレス製）

リ ード端子付 堀削埋戻中心 深さ ２ m 埋 設標（黄銅製 又はステンレ ス製）

リ ード端子付 堀削埋戻中心 深さ ２ m 埋 設標（黄銅製 又はステンレ ス製）

Ｄ 種 接 地
接地棒（１０φ×１、５００） リード端子付 打ち込み式

埋設標（黄銅製又はステンレス製）

4 接 地 極

下表による。ただし、これに よりがたい 場合は監督員との協議による。

名 称 測 点 取付高( m m )

取 引 用 計 器 地上～上端

引 込 開 閉 器 床上～上端

分 電 盤 床 上～中心

タンブラスイッ チ

〃 (和室 )

コンセント (一般 )

〃 (身 障者用 )

ブラケット (一般 )

〃 (踊場 )

〃 (鏡上 )

避 難 口 誘 導 灯

廊 下 通 路 誘 導 灯

〃

〃

〃

〃

〃

鏡端～中心

床上～下端

床上～上端

壁 掛 形 制 御 盤 床上～中心

手 元 開 閉 器

操 作 ス イ ッ チ・

押 ボ タ ン

〃

〃

2, 0 0 0

1 , 8 0 0

1 , 5 0 0

1 , 3 0 0

3 0 0

2 , 1 0 0

2 , 5 0 0

1 5 0

1 , 5 0 0 以上

1 , 0 0 0 以下

1, 5 0 0

( 上 端 1 , 9 0 0 以 下 )

1 , 5 0 0

1 , 3 0 0

電

灯

動

1, 1 0 0

1 5 0

( 上 端 1 , 9 0 0 以 下 )

名 称 測 点 取付高( m m )

壁 掛 形 親 時 計

子 時 計

壁掛 形スピ ーカー

床上 ～中心

〃

〃

〃

1, 5 0 0

1 , 3 0 0

(天 井高 )× 0 . 9

(天 井高 )× 0 . 9

(上 端 1 , 9 0 0以 下 )

5 機 器 取 付 高

図面に 特記な きものは下表を標準と する。 但し下表によりがたい場合に は監 督 員との協議による 。

力

室 内 端 子 盤 床上～下端 3 00

1 , 5 0 0床 上～中心

(廊下・室内)

中 間 端 子 盤

( E P S・電気 室 )

集 合 保 安 器 箱

壁付アウトレッ ト

ボックス (一般 )

〃 (和室 ) 〃

〃

〃 (天 井高 )× 0 . 9

3 0 0

1 5 0

時

計

・

拡

声

表 示 盤

壁 付 発 信 器

ベ ル

ブ ザ ー

身 障 者 用 表 示 灯

壁付 インタ ーホン

〃 (身障者 用 )

〃 (一般)

〃 (和室)

機 器 収 容 箱

〃 (一般)

〃 (和室)

床上 ～中心

床上 ～中心

床上 ～中心

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

1, 3 0 0

1 , 3 0 0

9 0 0

1 , 5 0 0

3 0 0

1 5 0

3 0 0

1 5 0

(天 井高 )× 0 . 9

(天 井高 )× 0 . 9

(天 井高 )× 0 . 9

(天 井高 )× 0 . 9

表

示

イ

ン

ン

タ

｜

ホ

押 ボ タ ン

1, 1 0 0

〃 (身障者用押釦 )

壁付 位置ボ ックス

(壁付インターホンを除く)

復 帰 ボ タ ン 1, 8 0 0

2 , 0 0 0

テ
レ
ビ
共
同
受
信

受 信 機

副 受 信 機

機 器 収 容 箱

ベ ル

消 火 栓 表 示 灯

床上 ～中心

〃

〃

〃

〃

(天 井高 )× 0 . 9

(天 井高 )× 0 . 8

8 0 0～ 1 , 5 0 0

8 0 0～ 1 , 5 0 0

8 0 0～ 1 , 5 0 0

8 0 0～ 1 , 5 0 0

火

知

報

災

発 信 器

床上～操作部

電

話

警 報 盤 床 上～中心 1, 5 0 0

〃 ( 便所等 )

〃 (台 上 )

〃

台上～中心 1 50

5 0 0

共
通

床 上～中心

ア ッ テ ネ ー タ ー

ア ウ ト レ ッ ト

・

・

ハ ン ド ホ ー ル

ハ ン ド ホ ー ル

ハ ン ド ホ ー ル

Ｎｏ.－

Ｎｏ .－

Ｎｏ .－

蓋 Ｗ ＰＭ － ６０ Ａ （ Ｅ マ ーク 入 ） （ ア ルミ 梯 子付 ）

蓋 Ｗ ＰＭ － ６０ Ａ （ Ｅ マ ーク 入 ） （ 既製 足 場付 ）

６００× ６００× ６８０Ｄ

９００× ９００×１、１００Ｄ 底部 ＧＬ－１、２６０以上

９００× ９００× ９００Ｄ 底部 ＧＬ－１、０６０以上

Ｎｏ.－

ハ ン ド ホ ー ル
・

４５０× ４５０× ６８０Ｄ ※植栽帯等車両の通行の恐れがない場所、

蓋 ＷＰＭ－４５Ｂ （Ｅマーク入） 収容ケーブルが少ない場所に限る

・

・

・
ハ ン ド ホ ー ル

・
ハ ン ド ホ ー ル

ハ ン ド ホ ー ル

Ｎｏ.－

Ｎｏ .－

Ｎｏ .－

蓋 Ｗ ＰＭ － ６０ Ａ （ Ｅ マ ーク 入 ） （ ア ルミ 梯 子付 ）

蓋 Ｗ ＰＭ － ６０ Ａ （ Ｅ マ ーク 入 ） （ ア ルミ 梯 子付 ）

蓋 Ｗ ＰＭ － ６０ Ａ （ Ｅ マ ーク 入 ） （ ア ルミ 梯 子付 ）

１、０００×１、０００×１、４００Ｄ 底部 ＧＬ－１、６００以上

１、０００×１、０００×１、１００Ｄ 底部 ＧＬ－１、３００以上

１、０００×１、０００× ９００Ｄ 底部 ＧＬ－１、０６０以上

・

・

ハ ン ド ホ ー ル

ハ ン ド ホ ー ル

Ｎｏ.－

Ｎｏ .－ 蓋 Ｗ ＰＭ － ６０ Ａ （ Ｅ マ ーク 入 ） （ ア ルミ 梯 子付 ）

蓋 ＷＰＭ－６０Ａ （Ｅマーク入） （アルミ梯子付）

１、５００×１、５００×１、５００Ｄ 底部 ＧＬ－１、７４０以上

１、２００×１、２００×１、５００Ｄ 底部 ＧＬ－１、７００以上

・

材 料 ・ 機 材 名

・

・

材 料 ・ 機 材 名

2. 0

1 . 5

1 . 5

防振支持の機器

機 器

水槽類（※１）

上層階 ､

屋上及び塔屋

重要機 器 一般機器
機器種別設 置場所

2. 0

2 . 0

2 . 0

特定の施設

2 .0

1 . 5

1 . 5

1 . 0

1 . 5

1 . 0

1 . 5

1 . 5

1 . 5

1 . 0

1 . 5

1 . 0

1 . 0

1 . 5

1 . 0

0 . 6

1 . 0

0 . 6

防振支持の機器

機 器

水槽類（※１）

1. 5 1 . 0 0 . 6

防振支持の機器

機 器

水槽類（※１）

1. 0

1 . 0

0 . 6

1 . 0

0 . 6

1 . 0

0 . 4

0 . 6

中 間 階

重 要機器 一般機 器

（※１）水槽類にはオイルタンク等を含む。

設計用標準水平地震度

◎重要機器の定義は次による。

・受変電設備 ・発電設備 ・直流電源設備 ・交流無停電電源装 置

◎上層階の定義は次による。

２～６階建の場合は最上 階、７～９階建の場 合は上層２階、

(2 )設計用鉛直地震力

設計用水 平地震力の１／２とし、水平 地震力と同時に働く ものとする。

あ と 施 工 ア ン カ ー

防 火 区 画 等 の

貫 通 処 理 貫通個所の両面から 写真撮影し、工事写真として 提出する。

電線等が、防火 区画又は防火上 主要な間仕 切り を貫通する場合の施工状況に ついて 、

電 線 ・ ケ ー ブ ル （1）E M - E E F は紫外線による劣化を抑止する性能を持たせ、「ﾀ ｲ ｼ ｶ ﾞ ｲ ｾ ﾝ E M - E E F」と

表記されたものを使用する。

呼 び 線 長さ１ m以上の 入線しな い電線管 には、 １ .２ m m以上 のビニル 被覆鉄線 を挿入 する。

埋 め 戻 し 土

・屋 外 ・屋 内（ ）

金属製電線管の塗装 下記の露出配管は塗装を行う。

予 備 配 管 埋 込分電 盤から の立上り 予備配 管は、予 備の配 線用遮断 器４個 以下の場 合は ( 2 5 ) を１本

５個以上の場合は( 2 5 )を２本、天井まで立上げる。

（2）EM - U TP は JI S X 5 1 50「構内情報配線システム」に準じ、絶縁材料及びシースに

J I S規格による EMケーブルの耐燃性ポリエチレンを用いたもの。

地下 ･１階

１０～１２階建の場合は 上層３階、１３階以上の場合は上層４階と する。

18

1 9

2 0

2 1

2 2

2 3

2 4

なお、特記なき場合、設計用標準水平地震度は次による。

機器の重量［ｋｇｆ］に、 設計用標準水平地震 度を乗じたもの とする。

(1 )設計用水平地震力

耐 震 施 工

標準仕様書及 び別表による。

再 使 用 機 器 取外し再使用機器は、原則として清掃及び絶縁抵抗測定を 行った後取り付 ける。

工事 の着手に先立ち、撮影計画の 作成を行い、監督職 員へ提出すること 。

し ゅ ん 工 時 提 出 物

ただし、絶縁劣化等で使用に耐えない場合は、監督職員に報告する。

工 事 写 真14

1 5

1 6

1 7

・C種［他現場の建設発生土の中の良質土：機器による締固め］

・A種［山砂の類：水締め、機器による締固め］

・D種［再生コンクリート砂：水締め、機器による締固め］

プ ル ボ ッ ク ス

( 2 ) 露出す るプル ボックス のふた の止めね じは化 粧ビスと する。

フラッシュプ レート 図面に特記あるも の及び特殊なものを除き ・金 属製 ・樹 脂製

プレートの用 途表示 プルボックス、ジョイントボックス及び機器を実装し ないプレートには、用途を明 示

した略標をつける。

ケ ー ブ ル 埋 設 票

建 設 発 生 土 の 処 理 ・場外搬出処理 ・構内の指定場所に敷き均し

( 1 ) 地中線路には、ケーブル埋設票をもうける。

( 2 ) 低圧地 中配線 にあって も地中 線埋設標 識シー トを敷設 する。

(3 ) 配管埋設幅が 75 0㎜を超える場合は、地中線埋設標識シートは２条以上敷設する。

配 線 器 具 タンブラスイッチは連用形とする。

壁付けコンセント( 2 P 1 5 A ) は原則として連用形とする。ただし、２口の場合は複式を

使用して良い。また (2 P 1 5 A )以外はすべてキャップ付とする。

2 5

2 6

2 7

2 8

2 9

3 0

照 度 測 定

機 器 へ の 接 続 本工事の動力制御盤より別途電動機等への配線の接続は本工 事とする。3 1

3 2

・管の下部は 5 0㎜以上砂を敷きならし、管の上部 1 0 0㎜以上砂を用いて締め固める

盤 類 (1 ) 分電盤等の図面ホルダーに、単線結線図・絶縁抵抗測定表・接地抵抗測定表を

( 2 ) 端子盤には、線番表・結線表を備え付ける。

収納する。

グリーン購入 の推進 長野県グリーン 購入推進方針に基づく調達項目

＜ 資材＞ ・ 照明制御システム ・変圧器 ・（ ）

＜建 設機器＞ ・排出ガス対策型 建設機器 ・低騒音型建 設機器

他 工 事 又 は 他 工 種

と の 取 り 合 い

（長野県公式ホームページ(電子入札システム)に掲載される、当該入札公告の添付図書）

保険等の各種措置及び電子納品については、別添「特記仕様書(共通事項)」による。その他及び電 子納品

3 3

3 4

3 5

3 6

3 7

用 途： ・ 非常用照明 ・ 一 般照明

・ 学校施設における室内照度測定（測 定教室： 個 所、 測定 黒板面： 個所 ）

※教室の照度は、１教室当たり机上面9か所、黒板垂直面9か所で測定する

す べて請 負者の 負担と する 。

発 生 材 の 処 理 (1 )引渡しを要するもの

( 2 )引渡し を要 するもの 以外

監 督 員 事 務 所

実 施 工 程 表 及 び

使用材料発注 先調書 使用 材料 名、 製造 業者名 、発 注先 等を 記載し た調 書を 作成し提出する。

・ 構外搬 出し 、関 係法 令により適切に処理をする。

・ 設け ない ・ 設け る（ 規模 ： ）

工 事 用 仮 設 物

構内に 作る こと が ・ できる ・ でき ない

( 1)実施工程表、総合施工計画書は、工事着手に先立ち速やかに提出する。

( 2)工種別の施工計画書は、当該工事に先立ち速やかに提出し、品質計画に係る部分は施 工 計 画 書

監督職員の承諾を受けること。

・ 備品 （ ）

契 約電 力５ ０ ０ｋ Ｗ以 上の 電気 工 作物 にお いて も、 第 一種電気工事士により施工を行う。電 気 工 事 士

電 気 保 安 技 術 者

な お、 ホル ムア ル デヒ ドを 放散 しな い もの とは 放散 量が 規制対 象外 のものを、ホルムアルデ

ヒ ドの 放散 が極 めて 少 ない もの とは 放散 量 が第 三種 のも のをいい、原則として規 制対象外の

も のを使 用す るもの とする 。

ただ し、 該当 する材 料等 がな い場 合は 、第三 種の もの を使用するものとする。

も のと し、 次の （１） から （５ ）を 満たす もの とす る。

化学物質を発散する

建 築 材 料 等

( 5 )上記 ( 1 )、 ( 3 )及び ( 4 )の建築材料等を使用して作られた家具、書架、実験台、その他

極めて 少な いもの とする 。

本 工事 の建 物内 部に 使 用す る建 築材 料等 は 、設 計図 書に 規定する所要の品質及び 性能を有す る3

( 1 )合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクル

ボー ド、 その 他の 木 質建 材、 ユリ ア樹 脂 板、 仕上 げ塗 材及び壁紙は、ホルムア ルデヒドを

少 ない ものと する。

(3 )接着剤はフタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシルを含有しない難

揮発 性の 可塑 剤を 使 用し 、ホ ルム アル デ ヒド 、ト ルエ ン、キシレン、エチルベ ンゼンを

放散 しない か、 放散 が極 めて 少ない もの とす る。

( 2 )保温材、緩衝材、断熱材はホルムアルデヒド及びスチレンを放散しないか、放散が極めて

放散 しな いか、 放散 が極 めて 少ない もの とす る。

( 4 )塗料はホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼンを放散しないか、放散が

の什 器等 は 、ホ ルム アル デヒ ド を放 散し ない か、 放 散が極めて少ないものとする。

該 当 す る 建 築 材 料

①J I S及び J A Sの F☆ ☆☆☆ 規格品

ａ 非ホルムアルデヒド系接着剤使用

ｂ 接着剤等不使用規 制 対 象 外

②建 築基 準法 施行令 第２ ０条 の７第４項による国土交通大 臣認定品

ｃ 非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散

ｅ 非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散

①J I S及び JA Sの F☆ ☆☆規 格品

②建 築基 準法 施行 令第 ２０条 の５第３項による国土交通大臣認定品第 三 種

ｆ 非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散

させな い材 料使用

ｄ ホルムアルデヒドを放散させない塗料等使用

させな い塗 料使用

ま た、 「ホ ルム アル デヒド の放 散量 」は 、次 のとお りと する。

ホルムアルデヒドの放散量

させ ない塗 料等使 用

③旧JI SのＥ○規格品

④旧JA SのＦ○○規格品

4 施 工 条 件 明 示 項 目

5

6

7

8

9

1 0

1 1

工 事現 場の 電気 工作 物 （電 路、 自動 扉、 自 動シ ャッ ター 、電動 機等 も含む）の保安業務

を 行う ものと する。

(3 )特別管理産業廃棄物

(4 )再利用又は再資源化を図るもの

工事用電力・水・その他13

1 ) 品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

2 ) 生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

3 ) 安定的な供給が可能であること。

下表に示す材料・機材等（○印のもの）の製造者等は次の1 )から6)のすべての事項を満たす

を 示す書 面を 提出 し監 督員 の承諾 を受 ける 。

も のと し、 この 証明 と なる 資料 また は外 部 機関 が発 行す る品質及び性能等が評価 されたこと

4 ) 法冷等が定める場合は、その許可・認可・認定または免許を取得していること。

5 ) 製造または施工の実績があり、その信頼性があること。

6 ) 販売、保守等の営業体制が整えられていること。

電 気錠

その他 、監督員の指示に よるもの・

・

公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）8章2節8.2.4及び11節による。

・ 施工士の 適用（ 第１種、 第２種） あと施 工アンカ ー施工士 による 。
※(社)日本建築あと施工アンカー協会認定資格

※

公共建築工事積算基準の解説(設備工事編)の「執務並行改修」

・

（廃棄物処理 実施 書、運搬及び処 理の 委託契約書

の写し 、マ ニフェ ストの写 し、 フロー図）

・ 陽画（Ａ１版 ２つ折り製本 １部）

設計図２

・ C A Dデ ー タ

引渡書

納入品

３

４

・・ ハンドホールフック、ジャッキ

・ CA Dデータ(j w w及びp d f形式)

研 究所」による。なお、施工に際し、耐震強度計算書を 監督員 に提 出し承諾を受ける

ものとする。

設 備機器の固定は、「建築設備耐震設計・施工指針２０ １４年 版 ：監修（独）建築

構 内 配 電 線 路

図 面 名 称

・交換 機 ・自動火災報知受信機 ・中央監視装置 ・

トイレ呼出し設備

消火器共

・無 ・有 （ ）

(1 ) 露出する屋内プルボックスの本体及びふたの仕上げは、メラミン焼付塗装とする。

・ 測定場所： ・ 各室（測定 箇所数 箇所） ・ 廊下 ・ 階 段

工 事区分表「 最新版」による。ただしこれにより難い場合は監 督職 員と協 議する。

・

特 記 仕 様 書

・

・

蓋 Ｗ ＰＭ － ６０ Ａ （ Ｅ マ ーク 入 ） （ 既製 足 場付 ）

・

特記仕様書

仕様書(電気設備工事編) (令和４年版)」(以下、「標準仕様書」という。)、「公共建築改修工事標準

仕様書(電気設備工事編) (令和４年版)」(以下、「改修標準仕様書」という。)及び「公共建築設備工

事標準図(電気設備工事編)(令和４年版)」(以下、「標準図」という。)による。

・

(社)公共建築協会による「建築材料・機材等品質性能評価事業」における評価対象となる電気設備機材

確認試 験は、 ・性能確認試験( 本）・施工後確認試験( ３本)を確認強度 １８kNにて行う。

L E D照明器具

受 変 電 設 備

1 . 0

電 熱 設 備

受 変 電 設 備

雷 保 護 設 備

静 止 形 電 源 設 備 直流電源装置

発 電 設 備

電 力 貯 蔵 設 備

動 力 設 備

動 力 設 備

ＬＡＮ用配管

空調用将来配管

・無 ・有（・廃蛍光管 ・コンクリート・木材・アスファルト・金属くず・ダンボール類 ）

・別 契約 の関 係請負 者が 定置 した もの は、無 償で 使用 できる。

・B種［根切り土の中の良質土：機器による締固め］

・鉄製 ・コンクリ ート製

・ 予備品 ・ キュービクル、盤類の鍵

・コンクリ ート相互間などは、エポキシ系樹 脂接着剤により 接着 する。

・ブロック の仕様は国土交 通省仕様に準ずるものとする。

・配管貫通部は、原則として根巻き ｺﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ（ F = 1 8 N/ m m以上）とし、差し筋D 1 0タテヨコ@ 20 0で補強する。

・補強方法については、あらかじめ監督員にﾊ ﾝ ﾄ ﾞ ﾎ ｰ ﾙ製作図を提出して承諾を受けて施工する。

・ハンドホ ールにノックア ウト部分を設けてはならない。

ブ ロ ッ ク ハ ン ド ホ ー ル

・ 内部 仮設 足場 等 （・ 架台 足場 ・ 移 動式 足場 ・ 移動 式室内足場 ・ ）

・本工 事で設 置する 。

・B種［施工箇所面に単管本足場を設ける。］（ ・A種［施工箇所面に枠組足場を設ける。］

・C種［仮設ゴンドラを使用する。］ ・D種［移動式足場を使用する。］ ）

本 工 事に 必要 な工 事用 電 力、 水等 の費 用及 び 官公 署そ の他の関係機関 への諸手続等に

要す る費 用は請 負者の 負担と する。

・外部 足場

12 足 場 ・ さ ん 橋 類

幹線、分岐

幹線、分岐

照明器具

その他 （補足仕様 ）

・無 ・有（ ）

動 力制御盤
電 灯分電盤
配 線接続盤

（仕様はE -0 5図参照）

長 野 県 上 伊 那 郡 辰 野 町 伊 那 富 ８ ２ ３ ０

電話設備

・

令 和 7 年 度 羽 北 保 育 園 照 明 L E D 化 改 修 工 事 設 計 図

配置図

照明器具姿図

照明器具配置図

工事名 図種
縮尺 DATA 図面番号

特記仕様書 辰野町子育て応援課 E-12025年7月No Scail令和7年度 羽北保育園照明LED化改修工事



工事名 図種
縮尺 DATA 図面番号

配置図

配置図 S=1:300
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辰野町子育て応援課 E-22025年7月S=1:300令和7年度 羽北保育園照明LED化改修工事
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年少児トイレ
障害者
トイレ

事務室
医務室･相談室

給食室

年少室

年少室保材室

保育室年中室年長室

廊下

テラス

広場

以上児トイレ

倉庫

給食室事務室

保材庫

食材室

廊下

テラス

未満児室

便所

玄関ホール

テラス

現況平面図 S=1:200

工事名
縮尺 DATA 図面番号

図種 照明器具配置図 S=1:200 辰野町子育て応援課 E-42025年7月令和7年度 羽北保育園照明LED化改修工事

ＣＬ

ＣＬ

前室

従事者ﾄｲﾚ

以上児トイレ前

以上児トイレ前室

外玄関

取替

C 1

玄関ﾎｰﾙ

取替

D 1

M 1

廊下

取替

L 7

M 2

事務室

取替

A 3

保材庫

取替

B 1

医務室･相談室

取替

A 3

職員ﾄｲﾚ 前･北･南

取替

H 3

給食室

取替

A1 6

食材室

取替

A 1
給食室事務室

取替

G 1

前室･従事者トイレ

取替

K 2

未満児室

取替

B2 1

A 6

年少室

取替

A 4

年少室保材室

取替

A 4

保育室

取替

A 4

年中室

取替

A 4

年長室

取替

A 4

以上児トイレ前･前室

取替

B 2

以上児トイレ

取替

B 3

倉庫

取替

B 2

倉庫

取替

A 14

A2 2

F 3

テラス

取替

J 3
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L
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